
第 5部　テレセンター

テレセンター
問 14　テレセンターの整備状況

コミュニティ・テレセンターの推進に関する政府政策はどうなっているか？

レベル 1 コミュニティ・テレセンターの推進に関する政府政策はない。テレセンターのパイロッ
ト事業も実施されていない。

レベル 2 テレセンターのパイロット事業はいくつか実施されているが、体系的な評価はなされて
いない。体系的なテレセンター整備に関する政府の政策もない。

レベル 3 政府は、テレセンター促進の戦略と政策を策定している。これに基づいていくつかのテ
レセンターが設立されている。

レベル 4 民間企業、市民団体、NGO などを活用してテレセンター事業をスケールアップするとと
もに、財政的に自立したテレセンターの運営を行う政府の戦略がある。

レベル

政府は総合的なテレセンター整備計画を有している。その計画には、テレセンター管理
者を対象にしたキャパシティ・ビルディング・プログラム、ユニバーサル・アクセス・
ファンドの活用などテレセンター設立者を支援する財務計画、及びコミュニティの参加
が盛り込まれている。政府は、農村地域における ICT の経済的・社会的な活用を通して、
テレセンターを促進している。

問 15　コミュニティ参加
地方接続整備におけるコミュニティ参加の促進に向けた政府の政策はどうなっているか？
レベル 1 地方接続事業の策定においてコミュニティの参加はほとんどない。

レベル 2 政府は地方接続の整備計画において、村落の指導者、NGO、市民社会などと協議を行っ
ている。

レベル 3 政府は、コミュニティ団体や NGO を計画的に巻き込んで地方接続整備を行う戦略を策
定している。

レベル 4
政府は、貧困層や弱者を含むコミュニティの地方接続ニーズについて参加型の需要調査
を実施し、e - ラーニング、e - コマース、遠隔医療、電子政府などの需要の把握を図っ
ている。

レベル 5

コミュニティ団体が需要を把握するともに、コミュニティがテレセンター管理を支援す
る仕組みを整備する上で参加型アプローチをとりながら、テレセンターなどのコミュニ
ティ・インフラを整備できるよう、キャパシティ・ビルディングを実施する総合的な戦
略及び行動計画を政府が策定している。



テレセンターが提供する基本的なサービスは、電話、電子メール及びインターネットである。
このような接続性を基本としつつも、テレセンターは追加的なサービスも提供する。どのよう
なサービスが地域需要にマッチしているのか。様々なサービスの重要をどのようにして把握す
るのか。典型的なテレセンターの費用収益構造はどうなっているのか。

本章のトピック

17-1　テレセンターにはどのような種類があるか？
17-2　テレセンター整備における主体は誰か？
17-3　先行文献ではどのような分類方法が提示されているのか？
17-4　多目的テレセンターはどのようなサービスを提供できるか？
17-5　自立発展型のテレセンター・モデルをスケールアップするにはどうしたらよいか？
17-6　テレセンターの将来像はどうなっているか？

第 17 章　テレセンターのビジネス・モデル

17-1　テレセンターにはどのような種類が
あるか？

公衆接続や ICT サービスにはこのように共通
する要素もあるが、テレセンターの資金調達・
所有・運営、様々な利用者への対応、及びサー
ビス提供のための様々な技術の活用には実に
様々な形態がある。中南米、アフリカ及びアジ
アにおけるカナダ国際開発研究センター（IDRC）
の取り組みにより、テレセンターの経験ないし
モデルを少なくとも 6 種類に分類することがで
きた。この 6 つのモデルは相互排他的なもので
はない。実際、このうちの 2 つあるいは 3 つの
モデルの混合型であるテレセンターも存在する。

基本的なテレセンター
基本的なテレセンターは、通常、地域住民が

サービス一般（通信以外を含む）をあまり利用
できず、非識字率の高い農村地域または辺境地
域に位置している。国際機関が資金援助を行い、

NGO やほかの非営利組織が設立して小規模な運
営を行い、専用の部屋または小屋にはダイアル
アップ接続でインターネット接続事業者（ISP）
につながっている少数のコンピュータが設置さ
れているテレセンターが多い。無線及びワイヤ
レスによる接続など、最新のインターネットア
クセス技術が使われている場合もある。この活
動の性格上、テレセンターの成功を左右する鍵
の一つが、テレセンターの運営者とテレセンター
を利用する地域住民の教育訓練である。基本的
なテレセンターにとって、ドナーの支援が終了
した後、いかに財政的に自立発展していくのか
が大きな課題である。

テレセンターのフランチャイズ化
もう一つの展開の仕方としては、所有も運営

も独立したテレセンターを束ね、一括して調整
を図る形態がある。地域の組織が技術的、財政
的な支援を受けて、ネットワーク化された個々
のテレセンターの設立を支援することが多い。
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設立の初期段階では、地域の民間セクターまた
は政府が財政面及び技術面の支援を実施するこ
ともある。設立後は、各個のテレセンターは小
規模ビジネスのように運営され、最終的には財
政的かつ技術的に自立していく。ダイアルアッ
プで ISP に接続されている公衆接続用のコン
ピュータが数台設置されていることが多い。

公共テレセンター
様々な公共図書館、学校、大学、コミュニティ

組織、そのほかの市民機関がコンピュータとイ
ンターネット接続を公共に開放し始めている。
このような組織が提供する文化、教育、娯楽な
どのサービスの付加的なサービスのため、テレ
センターの活動そのものを主眼にしているわけ
ではない。自らをテレセンターとみなさない組
織が多いため、テレセンターという位置づけが
難しく、従って研究や交流プログラムにこれら
の組織を関与させることも難しい。

このタイプのテレセンターの提供するサービ
スは限られており、潜在的な利用者に対する教
育訓練に至ってはほとんどない。また、そのサー
ビスを大々的に、あるいは近辺のコミュニティ
の外に向けて宣伝しないことが多い。組織の主
たる活動が優先されるという意味でもアクセス
は制限されている。接続方法は、単独のダイア
ルアップ接続（公共図書館、コミュニティセン
ターなど）、ローカル・エリア・ネットワーク

（LAN）、専用回線（一部の学校や大学）が一般
的である。

電話スタンド
電話スタンドは通常、民間が設立し、小規模

ビジネスとして運営する営利事業である。サー
ビス内容は地域のニーズによって様々である。
市内通話や長距離通話のサービスに加え、ファ
クスや電子メールが使えるようなところもある。
興味深いことに、セネガルにある 9,000 の電話ス
タンドのうち、3 分の 1 は農村地域にある。電
子通信サービスを提供するところは、サイバー・

カフェ・モデルを採用していることが多い。イ
ンドでは、国際直通ダイヤルや料金の請求が簡
単な自動時間計測機能がついたサービスを提供
している電話ショップが多い。中南米では、電
話の送受信を店舗、企業さらには普通の家の電
話を利用して経済的に済ませることができる場
所が少なくない。しかし、このタイプの ICT 活
動は、アフリカの電話スタンドモデルとは大き
く異なり、この分類にはあまりなじまない。こ
こで論じているのはあくまで、基本電話サービ
スを超える電子通信サービスを提供するテレセ
ンターの種類である。

多目的コミュニティ・テレセンター（MCT）
多目的コミュニティ・テレセンター（Multi-

Purpose Community Telecenter: MCT）は、ITU
が支援するパイロット事業としていくつもの国
で導入されている。基本的な ICT サービスに加
えて、遠隔医療や遠隔教育などの専門サービス
も提供するテレセンターである。水道や電力な
どほかの公共サービスの代理店として、郵便や
銀行サービスの提供も可能である。遠隔取引、
仮想オフィスのレンタルサービス、職業訓練コー
ス、中小企業支援、電子メール・インターネッ
ト接続などの民間情報通信サービスを最大限に
提供することで、MCT の影響の自立発展性とイ
ンパクトを高めることができる 80。

MCT では、インターネット接続はリース回線
や統合サービスデジタル通信網（ISDN）で確立
し、公衆接続用のコンピュータ（3 ～ 20 台が多い）
は LAN でつないでいることが多い。さらに、テ
レビ会議や遠隔医療などが可能な専門設備機器
を備えているものもある。

17-2　テレセンター整備における主体は誰か？

テレセンターまたは情報キオスク（Information 
Kiosk）を設立する地域の能力を高めるためには、
4 つの役割が重要となる。

①テレセンターを支える有効な地域組織

80 Ernberg（1998a） 



②能力が高く、アイデアにあふれたセンター
管理者

③通信事業者
④センター管理者を技術面、経営面及びロジ

スティクス面で支援するキオスク支援機関

モデルによって異なる主体
テレセンターには様々なモデルがあり、以上

の役割を果たす主体もモデルによって変わって
くる。モデルによっては、同一の主体が複数の
役割を果たす場合がある。例えば、コミュニティ
が直接テレセンターを管理している場合である。
典型的な営利事業モデルでは、テレセンター管
理者はセンターに投資し、センターの活動を指
導する地域組織を立ち上げる独立起業家が務め
る。テレセンター管理者を支えるのがフランチャ
イザーで、センターの事業について、技術的及
び経営的な支援を行う。センター管理者は、通
信アクセスチャンネルを提供する通信事業者を
選択する。

コミュニティとNGOの役割
テレセンターの自立発展性を確保するために

は、コミュニティの役割が不可欠である。貧困
層や社会的弱者を含めたコミュニティの構成員
が、センターのサービスの決定プロセスに参加
する仕組みを作ることが重要である。村落コミュ
ニティがテレセンターを設立するには、住民か
ら資金を集め、運営主体を組織する方法がある。
あるいは、顧問委員会を組織し、テレセンター
管理者がコミュニティのサービス需要を把握し、
相互支援の実施とパートナーシップの取り決め
を行うのを支援する方法もある。テレセンター
を成功させるためには、計画段階においてセン
ター管理者とコミュニティのリーダーが協働
し、貧困層や社会的弱者を含めた参加型アプロー
チにより需要調査や利害関係者（ステークホル
ダー）間のミーティングを実施する能力を有し
ていることが不可欠である。このようなキャパ
シティ・ビルディングの役割を最も効果的に果
たせるのが地元の NGO である場合が多い。

図 17－ 1　テレセンター整備における主体

地元起業家の役割
テレセンターが財政的に自立するためには、

起業家の役割が極めて重要である。カナダ国際
開 発 庁（Canadian International Development 
Agency: CIDA）がタイで実施したテレセンター
のパイロット事業によれば、民間が管理するテ
レセンターの方が、財政的な自立発展性（経常
利益の黒字など）の点で優れていた。テレセン
ター管理者の起業家的な献身がセンター経営の
大きな成功要因の一つとなった事例も多い。し
かし、テレセンター管理者には、地元起業家が
自然に習得しづらい技術、経営及び社会開発の
能力が求められる。地元起業家から有能なテレ
センター管理者を育てる体系的なキャパシティ・
ビルディングのプログラムが必要である。この
ようなプログラムを通常実施するのが、商工会
議所、インキュベーター、中小企業支援センター
をはじめとする官民の企業支援組織である。し
かし、様々なタイプの「テレセンター支援機関」
の方が、テレセンターにふさわしい支援を提供
できると考えられる。

テレセンター支援機関の役割
テレセンターのネットワークをスケールアッ

プする上で、テレセンターの支援機関の役割は
極めて重要である。支援機関は、センター管理
者に対して経営上必要な支援を行う。具体的に
は、運営マニュアル、テレセンターの法整備、
コンピュータなどの機器の設置や保守に関する
技術マニュアルと技術サポート、並びに必要な
運用ソフトウエアなどである。NGO、民間フラ

第 17章　テレセンターのビジネス・モデル
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ンチャイザー、公的機関、学究機関など、テレ
センター支援機関には様々な形態が考えられる。

NGO の場合、コミュニティのキャパシティ・
ビルディングやエンパワメントにおける経験が
豊富である。貧困層、女性などの社会的弱者を
エンパワーする上で情報が重要であることを
NGO はよく理解している。参加型コミュニティ
開発において優れた能力を発揮することも少な
くない。一部の NGO は、都市部や遠隔農村地域
の社会的弱者に対する支援において既に ICT を
活用している。テレセンターに特化した知識に
ついてより体系的なキャパシティ・ビルディン
グを行うことで、NGO は有力なテレセンター支
援機関になることができる。スリランカ最大の
NGO であるサルボダヤは、村落エンパワメント
事業の一部として、既にいくつもの情報センター
を設立している。e - スリランカ事業のなかで、
サルボダヤは有力なテレセンター支援機関の一
つになったのである。

地方通信事業者の役割
地方通信事業者は、テレセンターと電話・イ

ンターネット通信網とを結ぶ上で極めて重要な
役割を果たしている。彼らはワイヤレス・ロー
カル・ループ（WLL）やセルラー電話など地方
通信で有効な技術に関する専門家である。場合
によっては、テレセンター支援機関や所有者の
役割を果たしていることもある。

しかし、様々な技能やノウハウを習得すると
ともに、学校拠点型、コミュニティ所有型、民
間企業所有型、市民組織所有型など、様々なテ
レセンターや斬新なビジネス・モデルを可能に
するためには、以上 4 つの役割の分離を検討す
ることが必要である。

17-3　先行文献ではどのような分類方法が
提示されているのか？

コミュニティの ICT アクセス・センターにつ
いては、いくつかの分類方法が文献のなかで提
示されている。次に示す最初の 2 文献は、特に

明示はされていないものの、3 番目の文献で列挙
されている項目を融合させたものといえる。

Proenz, Bastidas-Buch and Montero（2001）
Proenz, Bastidas-Buch and Montero（2001）

では、テレセンターあるいはコミュニティ・ア
クセス・センターが次のように分類されている。
ここでの分類の主眼は、場所と所有形態にある。
・ 民間
・ フランチャイズ
・ NGO
・ 大学
・ 学校
・ 地方自治体
・ 多目的

Gomez, Hunt and Lamoureux（1999）
類似の分類が Gomez, Hunt and Lamoureux

（1999）によってなされている。
・ 基本
・ フランチャイズ
・ 市民的
・ サイバー・カフェ
・ 電話スタンド

Hudson（1999）
Hudson（1999）は、以下の通り、はるかに詳

細な分類を行っている。

（1）地域特性
・場所：都市部、都市周辺、農村、遠隔地
（辺境地）

・人口：規模、密度、文化的集団、言語
・経済：所得、地域経済活動、ほかの所得

源
・社会的要因：教育水準、ジェンダー、地

域の学校、保健医療問題、医療機関への
アクセス

・そのほかのコミュニティ要因：指導体制、
政治的集団、宗教的集団



（2）テレセンターのサービス
・電話のみ
・電話＋そのほかの ICT（ファクス、コン

ピュータ、インターネット）
・そのほかの ICT のみ（コンピュータ、イ

ンターネット）
・そのほかの情報（新聞、書籍）
・そのほかのサービス（教育訓練、コピー、

タイピング、調査）

（3）テレセンターの組織
・ 施設型：コミュニティ型（単独またはコ

ミュニティ組織の一部として）、セクター
型（学校、図書館、そのほかの開発セク
ター）

・ ビジネス型：営利型（単独または企業活
動の一環として）、原価回収型（非営利だ
が原価は回収する）、助成型（公的セクタ
ー、国際ドナー、政府などからの助成）

・ 所有形態：個人起業家、企業、NGO、政
府

（4）政策環境
・ 政府の通信体制と行政義務（所管省庁、

規制機関）
・ 政府のアクセス政策（ユニバーサル・サ

ービス／アクセスの目標、補助金と奨励
金を組み込んだ特別な料金体系）

・ 通信セクターの構造（民営化の程度、自
由化の程度）

テレセンターの分類基準
以上の分類から明らかな分類基準が浮かび上

がってくる。そのなかで重要なのが、所有・自
立発展性の類型、場所をはじめとする地域特性、
技術及びサービスの範囲である。どの基準もコ
ミュニティ・アクセスのシステムを記述・分類
する上で有用である。

テレセンターの様々な名称
以上のように分類される場を表現するのに

様々な名称が用いられている。例えば、テレセ
ンター、テレコテージ、コミュニティ技術セン
ター、コミュニティ通信ショップ、村落知識セ
ンター、ネットワーク型学習センター、多目
的コミュニティ・テレセンター、デジタル・ク
ラ ブ ハ ウ ス、Cabinas Publicas、Infocentros、
Telecentros、Espaces Numerises、Telestugen、
コミュニティ・アクセス・センターなどである 81。

（本報告書では、基本的に「テレセンター」を使
用する。）

17-4　多目的テレセンターはどのような
サービスを提供できるか？

「多目的」とは、テレセンターがコミュニティ
内の様々な層に様々なサービスを提供できるこ
とを意味する。例えば、教育・訓練に関するサー
ビス、保健医療、コミュニティ情報、電子政府、
e - コマース、文化・娯楽、社会問題、安全、そ
のほか多彩なサービスの提供が考えられる。

教育
テレセンターの大半は、基本サービスとして

電子リテラシーの教育訓練を提供している。コ
ンピュータ、電子メール、インターネットの利
用の仕方をコミュニティの青年や成人に教えて
いる。コンピュータについてさらに知りたい場
合、テレセンターで上級コースを用意したり、
e - ラーニングのコースを紹介したりする。

テレセンターは、遠隔教育にも利用すること
ができる。インターネットを使えば、生徒や教
育者は世界中の教育機関に登録し、教材にアク
セスしたり、国の教育機関からオンラインの指
導を受けたりすることができる。テレセンター
は、オンサイトの教育用ソフトを配布・更新す
ることで遠隔教育の生徒の便宜を図ることもで
きる。

81 Gomez, Hunt, Lamoureux（1999）
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保健医療
テレセンターに対する最大の需要は保健情報

や医療である。妊産婦の健康、小児保育及び
HIV/AIDS、結核、マラリアなどの伝染病に関
する基本的な健康情報は、コミュニティの成員
にとって重要である。

遠隔村落において医師の診察を受けたい場合、
遠隔医療（電子医療）があれば都市の医師や病
院と接続し、インターネットを通じて診断を受
けることできる。

医療関係者に対しては、遠隔診断プログラム
の利用、医療品の注文、公衆衛生情報の発信、
さらには現場での対応が難しい場合に専門家か
ら助言を得ることも含めて専門的なサービスを
提供することができる。

コミュニティ情報サービス
テレセンターは、コミュニティの構成員や組

織が現地の言葉による Web サイトの立ち上げを
支援することができる。コミュニティの住民が
地域の情報を簡単に入手したり、インターネッ
トに親しんだりすることを手伝う役割をテレセ
ンターが担うことになる。こうした活動が最終
的には、e - コマース、電子政府や、様々な Web
上でのフォーラムが生まれるきっかけとなるの
である。

ビジネス研修と e - コマース
テレセンターは、雇用機会、教育研修及び事

業にも役立つ。起業家や実業家が事業体制の計
画・準備あるいは遠隔地のパートナーや潜在的
な顧客と連絡を取り合うことができる。

また、テレセンターは、村落住民が e - コマー
スのサイトを利用してオンライン購入をしたり、
手芸品や農産物を販売したりする e - コマースの
サービスも提供する。

電子政府
テレセンターは、電子政府サービスを提供媒

体としても機能できる。遠隔村落の住民が、イ
ンターネットを通じて行政の情報にアクセスし、

様々な書式をダウンロードし、登録・免許や政
府調達の申請をしたり、クレームや苦情を提出
したりすることも可能である。

17-5　自立発展型のテレセンター・モデル
をスケールアップするにはどうした
らよいか？

テレセンター設立を目的として、数多くのパ
イロット事業や一部では民間のフランチャイズ
活動が実施されている。一部のパイロット事業
は、運営面や財政面の自立発展性や社会開発へ
のインパクトの面で貴重な教訓を残している。
しかし、情報アクセスを必要とする村落やコミュ
ニティの膨大な数を踏まえると、途上国におけ
る自立発展型のモデルをスケールアップするこ
とは極めて困難な課題といわざるを得ない。テ
レセンターのスケールアップ、例えば、数カ所
の実験的なセンターから数千のセンターに拡大
しようとすると、様々な課題に直面せざるを得
ない。

財務的な自立発展性が不可欠
第一に、援助機関による限られた無償資金援

助に頼ることは不可能である。公共サービスに
関する政府助成制度を活用するという明確な構
想をあらかじめもち、財務的に自立し、事業と
して成立するようなモデルを確立することが必
要である。

地域のキャパシティ・ビルディング
第二に、テレセンターの設計・設立・運営に

おいては、海外のコンサルタントに頼るのでは
なく、地域の人材を育てる必要がある。国内の
起業家とこれを支える人材を豊富に集めた能力
集団の形成が求められる。この集団は、コミュ
ニティ需要への対処、斬新なビジネス・モデル
の運用及びハイテク機器の維持管理の能力を有
するだけでなく、社会的・文化的に十分な配慮
をしつつコミュニティのサービスを提供する能
力を身につけていなければならない。前述の通



り、テレセンターを設立するには、技術面、経
営面及び社会面の能力と知識が求められる。

17-6　テレセンターの将来像はどうなって
いるか？

将来的に農村部の 1 人当たりの所得を倍にす
ることが一つの夢である。IT や通信の整備はそ
れ自体が目的ではあり得ない。その夢を実現す
るための手段にすぎない。

地方の中小企業は富の創造者
テレセンターは、教育や医療だけでなく、各

村落における中小企業の育成にも貢献しなけれ
ばならない。農業・農産品加工、畜産、農村工
業、IT を活用した都市向けサービスなどの分野
で中小企業が育成できれば、農村地域に大きな
富をもたらす。そのために IT 及び通信を活用す
る必要がある。特に、資金調達、知識・教育訓練・
支援の獲得、売買とロジスティクス、リスク分
散などの面で、通信が果たすべき役割は大きい。

テレセンターの将来像
将来のテレセンターの役割は、コンピュータ

と通信のみにとどまらない。50 台程度の携帯電
話と 6 ～ 10 人を無線で接続し、各村落の通信拠
点とする。さらに、仮想大学、教育訓練センター、
技術支援センター、起業支援センター、銀行窓口、
取引窓口、農業支援センター、医療支援センター

などの機能も果たす。将来的には、農村地域の
あらゆる活動を支援する中心的なセンターに発
展することが期待される。

インド農村部のモデルは、ほかの途上国でも適
用可能か？

インド農村部で実施された実験的事業はほか
の途上国でも適用できるか、という問題が浮上
している。その答えは簡単ではない。通信やサー
ビスの展開に企業を活用することは、確かに適
用可能であろう。収入が低い地域で需要を集約
できるからである。進歩した技術の多くは大き
な可能性を秘めているが、地域の実情に適用さ
せる必要がある。最新技術を地域に合わせるこ
とが求められる。同様に、ビジネス・モデルも
地域の実情に合わせる必要があるだろう。

結論
以上をまとめると、企業と起業家の育成こそ

が、インドや世界に広がる農村地域に対処でき
る唯一の方法であるといえる。IT や通信はそれ
自体が目的ではなく、手段にすぎない。農村住
民に大きなインパクトを与えることが唯一の目
的である。農村部の 1 人当たり GDP を倍増する
ことが最終目的であり、そうなればシステム全
体の変革の契機となる。先進的な技術やその応
用が求められている。それは農村地域を念頭に
置きつつ、地域で開発されなければならない。
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各村落にテレセンターを設立するには、財務面と運営面における自立発展性が前提となる。こ
の自立発展性を達成できなかったパイロット事業は多い。しかし、テレセンターのモデルによ
っては、経常収支面での自立発展性、すなわち、経常費用を経常収益で賄える状態を達成でき
ている。

本章のトピック

18-1　自立発展性の定義はどうなっているか？
18-2　テレセンターの財務的な自立発展性はどのように定義し、計測したらよいか？
18-3　テレセンターの自立発展性はなぜ重要なのか？
18-4　テレセンターの財務的自立性を左右する要因は何か？
18-5　テレセンターのコストを抑えるにはどうしたらよいか？
18-6　人的資源の自立発展性の内容とその評価方法はどうなっているか？

第 18 章　テレセンターの自立発展性

18-1　自立発展性の定義はどうなっているか？

どのコミュニティ・アクセス事業でも、究極
の目的は事業の自立発展性である。「自立発展性」
には少なくとも 4 つの柱がある。
・ 経済的な自立発展性
・ 政治的・制度的な自立発展性
・ 社会的・文化的な自立発展性
・ 技術的な自立発展性
Heeks（2002）は、途上国で展開された情報シ

ステムの失敗事例がいかに多いかについて、確
信をもって記述している。これらの事例は、完
全な失敗、部分的な失敗、自立発展性の失敗に
分類されている。自立発展性の失敗とは、「当初
はうまくいくが、1 年かそこらで見捨てられる取
り組み」だという 82。

経済的な自立発展性
その最も明らかな形態が、経済的あるいは財

務的な自立発展性である。政府や援助コミュニ
ティが、テレセンターの始めから終わりまでを
支援する計画を立てていない場合（通常、その
ような計画はない）、経済的な自立発展性が問題
となる。

政治的・制度的な自立発展性
ある意味では、政治的・制度的自立発展性は

経済的自立発展性よりも重要であり、しかもそ
の達成は難しい。コミュニティ・アクセス事業
は政治的な支持を受けている場合が多く、その
サービスや活動（電子政府の活動、公共政策に
よる推進、優先権など）には、政治的支持が欠
かせない。従って、事業に対する政治勢力の支持・
支援を取り付けるだけでなく、担当の政治家や
公務員が変わっても事業の取り消しにならない

82 Heeks（2002） p. 102
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ようにすることが問題となる。これは、援助機関、
実施機関などにも当てはまる。

社会的・文化的な自立発展性
自立発展性の項目として取り上げたが、「公平

性」のところで取り上げることにする。公平性
と同義と判断するからである。同義というのは、
アクセスの公平性を十分に考慮しない限り、長
期的な社会的・文化的な自立発展性を実現する
ことはとうていできないからである。

技術的な自立発展性
「技術的」には少なくとも 2 つの意味を込めて

いる。一つは、高度で複雑な機器の保守管理と
いう一般的な問題である。コミュニティ・アク
セスには、遠隔地や辺境地というニュアンスが
あり、コンピュータ機器を維持管理できる人材
や設備が少ないことが予想される。従って、技
術的な自立発展性は、「キャパシティ・ビルディ
ング」に関する章で扱う内部能力の問題に関係
している側面もある。技術機器は、「熱帯仕様」
にしないとシステム障害の頻度が許容範囲を超
える環境下に置かれることが多い。そのような
環境は、技術機器が想定しているオフィス環境
とは異なり、温度や湿度が高い、ほこりが多い
など、条件が悪いことが多い。ある研究者は、
コンピュータ機器に大型冷却ファンを外付けし、
エア・フィルターを装着して、このような条件
下にあるコミュニティでの耐用年数を延ばす取
り組みを行っている。システム・ステータスの
リモートセンシングやある程度の遠隔保守操作
も工夫してみる価値がある。

技術的な自立発展性のもう一つの側面は、コ
ンピュータ機器によくあるような計画的陳腐化
も含め、急速な技術革新が継続するなかで、取
り組みの持続可能性を確保することが求められ
ていることである。他方、急速な技術革新を積
極的に受け入れ、2、3 年もたたずに陳腐化する
コンピュータ機器が多いことも理解する必要が

ある。それでも、様々なメーカーが押しつける
無駄な計画的陳腐化には抵抗していくことも極
めて重要である。なお、オープンソース・ソフ
トウエア（OSS）83 は、改良が容易で技術環境の
変化への適用力もあるので、計画的陳腐化には
強い。

18-2　テレセンターの財務的な自立発展性
はどのように定義し、計測したらよ
いか？

割引料金や設備機器、インフラに対する特別
投資といった形で事業設立時から援助を受ける
事業者の間では、テレセンターの自立発展性と
いう問題に対する関心は高い。その問題意識は、

「事業開始時の補助金が終了し、設備機器の更新
やアップグレードが必要になり、商業ベースあ
るいは公的支援の削減のなかで競争を強いられ
た時、果たしてテレセンターは財政的にやって
いけるのか」ということである。

自立発展性の弱さを憂慮
アフリカで設立されたコミュニティのテレセ

ンターのうち、収入やインフラが財務基盤の確
立に必要と思われる水準に達していないテレセ
ンターは少なくなく、これまでの開発プロジェ
クトと同様に失敗に終わり、関係したコミュニ
ティも失敗の経験を味わうのではないかという
憂慮の声が上がっている。この憂慮は民間が設
立したテレセンターにも向けられているが、民
間のテレセンターの場合、事業展開が段階的で

（電話キオスクから出発し）、需要や収益に合わ
せて事業を拡大することが多いので、事業開始
のコストと年間の事業収支の差が比較的少ない。

事業運営費用を賄えればテレセンターは存続可能
テレセンターの収益（補助金、現物や労役に

よる支援、現金収入を含む）が支出を上回るこ
とと、この黒字があと 3 年続くと予想されるこ

83 Open Source Software：ソフトウエアの設計図にあたるソースコードを、インターネットなどを通じて無償
で公開し、誰でもそのソフトウエアの改良、再配布が行えるソフトウエアのこと。



とが、財務的な自立発展性の基本的な目安とな
る。これは会計学的視点だが、コミュニティの
テレセンターは半官半民の事業とされ、通常そ
のことが資金調達の構成に表れていることが問
題を複雑にしている。少なくとも事業開始時に
何らかの公的資金を受けているテレセンターは
多いものの、都市部や人口密度の高い都市周辺
部を中心に、民間の電話・ファクスの店舗やサ
イバー・カフェなども多く、これらは直接的な
公的支援を受けることなく運営されている。こ
の状況をさらに複雑にしているのが、自前の収
益だけでは存続が難しい地域を中心としたテレ
センターが事業開始時に受けた特別割引料金、
補助金及び規制上の配慮である。従って、テレ
センターの財政的な自立発展性を規定するのは、
テレセンター自前の予算、利用者が居住する担
当エリア、関連政策、技術環境などで、これら
の要因が複雑に絡まっている。従って、事業運
営費を回収できていれば、そのテレセンターは
財政的に存続可能とみなしても問題はないだろ
う。

開業費用と運営費用
テレセンターを開業するには、建物を建設ま

たは改築し、電気や通信回線を引き、設備機器
を調達・設置するなど、多くの費用がかかる。「ア
カシア・イニシアティブ」とそのパートナーが
支援した実験的なテレセンターの開業費用の全
部または一部は、公的資金または開発援助で賄
われている。プロジェクトによっては、通常政
府が適用する通信接続基準（人口規模、国民総
生産（Gross National Product: GNP）、経済活動
など）が免除されている。これらの補助は、テ
レセンターの事業開始を支援しているが、財務
的な自立発展性は保証していない。事実、補助
金や無償援助が終了すると自立発展性の達成に
苦労するパイロット事業もある。事業開始時の
予算はその後の運営予算とは異なることが普通
であり、場合によっては長期的な自立発展性を
十分に予想できないこともある。

大きい教育研修費と維持費
世界各地におけるテレセンターの経験からい

えることは、見通しの甘くなりがちな費用は、
職員研修費、保守管理費（物理的及びデータの
セキュリティ）、コンピュータをはじめとする各
機器の更新・維持費である。支出における不確
実性は避けられない部分があり、特に通信費関
連は、通信事業者によって利用料金が決められ
ている上、政策の変更によって急に変化する可
能性があるので見通しが難しい。南アフリカ共
和国における米国の取り組みの暫定的な評価で
は、テレセンター事業者が課すサービス料金が
一つの大きな問題となっていた。米国側は料金
を固定しなかったこともあり、料金体系がテレ
センターによって異なり、実際の原価を大きく
上回ったり、下回ったりする例がみられた。こ
れでは、今後の利用者の納得性という点でも財
務的な自立発展性が危ぶまれる。

副次的な事業からの収益
収益面では、初期の無償援助や政府補助金が

いつまで続くのか、初期の主要財源（この無償
援助や政府補助金のことが多い）をどう別の財
源（収入源）に切り替えるかが重要な問題とな
る。ここで重要なのが、テレセンターの基幹事
業（特に決められているわけではないが、通常
は接続サービスとコンピュータ及びソフトウエ
アの提供）による収益と副次的な事業による収
益を分けて考えることである。実際、基幹事業
だけでは事業の自立発展性が確保できず、次第
に副次的な事業の種類と規模を拡大して事業を
成り立たせるテレセンターは少ない。副次的な
事業、例えば教育訓練や企業向けサービスなど
は、利用者を設備機器面のみで支援するという
より、テレセンターの資格をもつ職員が代行サー
ビスを提供するという性格が強い。欧州では、
テレセンターが中小企業や地域組織に対してビ
ジネスセンターとして様々なサービスを提供し
ているところがある。例えば、データの入力・
解析、事務サービス、DTP サービス、予算編成
事務、受付事務などのサービスである。このよ
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うな副次的な事業が全収益に占める割合は拡大
していくというのが、大方の見方である。

18-3　テレセンターの自立発展性はなぜ重
要なのか？

財務的な自立発展性は、テレセンターのスケー
ルアップの前提となる。数千ものテレセンター
を整備しようとするなら、限られた無償資金援
助を当てにすることはできない。政府の公共サー
ビス助成を活用する明確な構想をもちつつ、財
政的に自立し、事業として成立するモデルを確
立することが必要である。

何らかの補助も必要
途上国の個々の状況において自立発展性の定

義は明確にする必要がある。テレセンターを存
続させるためには、最も弱い立場にある人々に
対する便宜、電子政府サービスの提供、基本的
なコンピュータの使い方を教えることで貧困層
をエンパワーするなど、何らかの公的支援も必
要であろう。

コミュニティの関与
パイロット事業の経験からいえることは、財

務面及び事業運営面で自立発展性を達成する上
で一つの鍵となるのが、テレセンターの設立・
運営に対するコミュニティの関与である。コミュ
ニティに最も必要とされているサービスを見極
めた上で、農民向けの市況情報、土地登録手続
き、医療情報システムなどの「目玉」となるサー
ビスを提供できるかどうかが、テレセンターの
成否を左右する。コンピュータ教室などはどこ
でも需要が高く、大きな収入源になる。

参加型の需要調査
テレセンター管理者が、参加型の需要調査を

実施し、その結果に基づいて事業計画を策定す
ることが、最も重要な成功要因である。それを
効果的に実施するためには、国内外のテレセン

ター管理者の経験を共有することも必要となろ
う。

18-4　テレセンターの財務的自立性を左右
する要因は何か？

途上国の都市と農村の社会経済的特徴を踏ま
えた上で、通信事業が事業として成立するかど
うかを見極めるため、様々な需要指標や経済モ
デルが開発されている。このような指標はテレ
センターにも有効である。

コミュニティは、所得の 3～ 5％を通信費に充
てる余力がある

通信費負担能力に関する指標には、1 人当たり
GNP、人口密度、農村地域の電力普及率、電話
普及率などが使われることが多い。途上国の農
村住民が通信費に使えるのは総所得の 1 ～ 1.5％
というのが一般的な見方である。最も貧しい農
村地域ではこれが3％にまで達する場合も少なく
ない。自ら遠方に出向く以外に通信手段がない
からである。ITU では、通信費負担能力を推定
するにあたり、世帯所得の5％を目安にしている。

コレクトコールや着信通話の功罪
しかし、現実にはその水準まで到達すること

はまれである。第一に、テレセンターは必要な
ときにいつでも使えるようになっていること、
つまり、立地条件に恵まれ、地域に開かれ、よ
く機能していることを前提にしているからであ
る。第二に、コレクトコールやテレセンターに
着信する通話を考慮していないからである。ケ
ニア、マラウイ、ジンバブエを対象に実施され
た研究によれば、地方の公衆電話からかけるコ
レクトコールの割合は 60％にも及ぶ 84。これは、
アフリカの村落や小都市では一般的な公衆電話
にかかってくる通話を考慮していない数字であ
る。海外への出稼ぎ人口が多いモザンビークで
は、週末になると公衆電話の前で長い列を作り、
着信する電話を待つという光景がみられる。テ

84 Danish International Development Agency（DANIDA）（1991）



レセンターの経営という観点からみると、着呼
サービスを提供し、そのための固定費を負担し
ているにもかかわらず、得られる収益はゼロと
いうことになる。地方のテレセンターに通信料
金を請求する際には、このことをある程度考慮
すべきだという声は以前からあった。発呼側（通
常、都市部からの発呼）の支払いによる収益は
テレセンターとの共同収益であるという考え方
である。南アフリカ共和国では、着呼にも課金
するテレセンターがあることが報告されている。

財政的自立性を計測するモデル
地方通信事業の実行可能性を計測する世界銀

行のモデルでは、1 人当たり GDP、購買力平価
（PPP）、所得分配率、総人口に占める農村人口
の割合からなる公式を用いて農村平均所得を求
めている。この結果（農村平均所得）を、人口
密度、地理的要因、及び資本コストを回収して
採算を上げるために必要な 1 回線当たりの年間
収益額に照らして、1 回線当たりのサービス提供
にかかる資本コストと比較する。そして、電話 1
回線を維持するのに必要な住民の数を算定する。
需要が増えれば、採算性が高まる。つまり、ア
クセスに恵まれず採算性の低い利用者の割合は
減少することは事実だが、政府の規制当局とし
ては、通信事業者に税制上や財政上の優遇措置
をとることによりアクセスに恵まれない層にア
クセスを保証することを、このモデルによって
正当化することができる 85。

需要を過小評価するケース
1 人当たりの所得を基本にした指標では、需要

の過小評価につながりかねない。ボツワナで行
われたある研究では、平均的な村落（人口 1,800
人）の通信需要、普及率及び収益を推定し、民
間及び公的セクターによる電話設置の実現可能
性を検討している。その結果、地方通信 1 回線
当たりの平均収入は採算ライン未満の 1,200 米ド
ルという数字が得られた。公営通信事業者の年

間収益は 3％の赤字になるものの、5 年後には農
村コミュニティの需要は当初予測の 2 倍以上に
なり、村落の公衆電話の収益も当初予想の最高
で 50％増（1 回線当たり 2,700 米ドル）になると
いう予測結果が出た。この研究で明らかになっ
た指標の不備の原因はいくつか考えられる。例
えば、当該地域ではまだ始まっていないサービ
スの需要を予測することは困難である上、公衆
電話以外の通信手段といえば自ら遠方に出向く
くらいしか方法がなく、費用もかかる上に実際
相手に会えるかどうかもわからない。不確実な
方法より時間の節約になる方法を選ぶのは当然
である。

18-5　テレセンターのコストを抑えるには
どうしたらよいか？

経済的な自立発展性を達成するには、資本コ
スト及び経常コストを抑えることが前提になる
ことはいうまでもない。資本コストには、ハー
ドウエア、ソフトウエア、ネットワーク機器、
土地、事業免許、接続料などが含まれる。経常
コストには、インターネット及び電話の利用料、
電力料、賃貸料、維持修繕費、職員給与などが
含まれる。

新しい機器で資本コストを抑制
現在、コミュニティにインターネット接続を

提供する上での最大の資本コストは、接続機器
である。しかし、インターネット活用した廉
価なデジタル機器が多く開発されている。実
際、従来型のデスクトップ・コンピュータより
もはるかに安価であるばかりか、形態や機能の
面でも途上国に適している。接続の方法として
支配的な位置にあるのは依然としてパソコンで
あるが、パソコンは途上国には様々な観点から
適当とはいえない。価格が比較的高いこと、信
頼性が低いこと、ユーザー・インターフェース
が不適切であること、環境に左右されやすい

85 Kayani and Dymond（1997）
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こと、電力消費が高いことなどがその理由であ
る。Simputer86 や Pengachu87 などの携帯機器
が開発されており、ネットワークを活用したコ
ンピュータが 300 米ドル以下で購入できること
を証明している。マサチューセッツ工科大学

（Massachusetts Institutes of Technology: MIT）
メディア研究所（MIT Media Lab.）などにおけ
る長期研究によれば、次世代機器の価格は数ド
ル、下手をすると数セントになるともいわれて
いる。

接続インフラ
固定費が余分にかかるのは、ネットワークイ

ンフラのためでもある。公衆電話交換網（Public 
Switched Telephone Network: PSTN）経由の接
続では、固定費が高くなることが多い。固定及
び移動のワイヤレス技術の出現により、コスト
構造は根本的に変化する。なぜなら、時間、労
力の節約になるだけではなく、インフラ費用の
大半を占める端末接続の費用も節約できるから
である。また、新規参入者が自前のインフラで
既存事業者と競争できる。さらに、有線通信網
よりも限界費用が低いため、事業者は利用者の
獲得にこれまで以上の力を注ぐ結果となる。

WLLの可能性
廉価な新ネットワーク技術は、地方のインター

ネット接続の経済的な自立発展性の方程式を根
本的に書き換えつつある。既存の光ファイバー
ケーブル接続からマイクロ波が届く範囲内にあ
る農村コミュニティであれば、ワイヤレス・ロー
カル・ループ（WLL）の活用による端末接続が
可能である。現在、1 加入線当たりの料金は 300
米ドル未満であり、corDECT 技術をはじめとす
る WLL 技術により、基地局から半径 10km 以内、
中継基地局から半径 25km 内では、電話とイン

ターネットの接続が可能である。corDECT シス
テムはそもそも機能よりも価格優位性を重視し
ており、35.5/70kbps の音声・データ同時伝送と
なっている 88。

遠隔地にはVSATで対応
光ファイバー基幹網から遠い農村コミュニ

ティ、あるいは地形条件が悪く地上マイクロ波
アンテナ間に見通しを確保できない農村コミュ
ニティでは、超小型衛星通信地球局（VSAT）
による接続が一般的な方法である。ただし、送
受信装置の価格は現在、4,000 米ドルから 1 万米
ドル超であり、貧困コミュニティや規模の小さ
いコミュニティには向かない。

VHFと UHFの有効性
VHF ま た は UHF（Ultra High Frequency）

による無線方式も、遠隔地や地形条件の厳しい
地域 89 や人口密度が低い地域でも機能するナ
ローバンド接続 90 の候補として有力である。1
加入回線当たり 800 米ドルであり、伝送距離は
200km 以上、最高 9.6kbps の接続が可能である。

18-6　人的資源の自立発展性の内容とその
評価方法はどうなっているか？

個々のテレセンターあるいは地域や国のテレ
センター事業において、人的資源の自立発展性
という問題が問われなければならない。十分に
訓練を受けた職員の数が足りない、あるいは訓
練を受けた職員や技術者が民間企業などに退職
してしまう、といったことは公的セクターのテ
レセンター事業や通信事業の悩みの種である。

主要指標
競合する民間企業と比較した給与や手当、離

86 Simputer（http://www.simputer.org）
87 Pengachu（http://www.media.mit.edu/̃rehm/pengachu/v3_document.htm）
88 http://www.tenet.res.in
89 http://www.arrownetworks.net
90 おおむね 128kbps 以下の速度をもつ「低速な」通信回線のこと。特に、電話回線を通じたインターネットへ

のダイヤルアップ接続のこと。



職率、職員研修への投資などが、人的資源の自
立発展性を評価する上での主要な指標となる。
技術ノウハウの地域外（海外）依存度、言い換
えれば地域内（または国内）の適格な技術者職
員の数と割合も重要な指標である。

訓練を受けた人材の状況
教育研修投資も人的資源の自立発展性の目安

となる。指標として比較的利用しやすいのは、
地域（または国）の機関が長期展望をもって提
供する専門 ICT 研修コースの数や研修コースの
卒業生や修了生の数である。これにより、適格
な人材集団の規模とその変化を把握することが
できる。

研修費の比率
テレセンター事業全体に占める人材研修投資

の割合も、人的資源の自立発展性の目安となる
が、その場合は適切な基準を設定する必要があ
る。情報技術分野における世界銀行の事業では、
平均で全事業費の約 24％を研修と技術支援の費
用としている。米国の情報技術産業では 50 ～
68％にもなる。新入社員の基礎知識が相当高い
にもかかわらずである。アフリカのテレセンター
事業では、研修投資の割合が先進国水準を下回
るべきではないことはほぼ確実であるが、実際
には下回っていることがほとんどである。従っ
て、個々のテレセンター、あるいは国と担当機
関のレベルにおいて、テレセンターの成否を左
右する重要な要因という観点から、人的資源、
特に研修面を検討することが重要である。
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テレセンターは、貧困層をはじめとする社会的弱者のエンパワメントに活用されることが多い。
この通信弱者をテレセンターの計画段階にどのように組み込むべきだろうか。通信弱者にとっ
て最も効果的なサービスとは何だろうか。

本章のトピック

19-1　テレセンターの運営において公平性をどう確保するか？（その 1）
19-2　テレセンターの運営において公平性をどう確保するか？（その 2）
19-3　コミュニティのテレセンターの内部能力をどう構築するか？
19-4　テレセンターのスタッフに対する最も効果的な研修は何か？
19-5　テレセンター・スタッフの離職率の高さにどう対処するか？
19-6　コミュニティの利用者の能力を高めるにはどうしたらよいか？
19-7　コミュニティのネットワークをどう構築するか？－ LINCOSの経験－

第 19 章　エンパワメントとキャパシティ・ビルディング

19-1　テレセンターの運営において公平性
をどう確保するか？（その 1）

「公平性」には、コミュニティ・アクセスの便
益はコミュニティの構成員全員が平等、累進的
かつ公平に受けなければならない、という意味
を込めている。従って、ジェンダー、年齢、経
済力、識字水準、教育水準、宗教、人種などの
問題とは切り離せない。もちろん、アクセスの
公平性という問題そのものは、特定の文化的伝
統に根ざす極めて規範的な態度といえる。

アクセスの公平性に関して考慮しなければな
らないのは次の点である。
・ モニタリングと分解（Disaggregation）
・ 事業者と所有者の概要
・ 施設設備の立地と構造
・ 法制度
・ 対象プログラムとアウトリーチ
・ 技術

ジェンダーにおける公平性
まずジェンダーを取り上げて考えてみよう。

なお、以下に示す考察やアプローチはジェンダー
以外の公平性の指標軸にも当てはまる。 Hafkin

（2003）は、ジェンダー別データ収集の強化を求
める説得力ある議論を展開した後、様々な分野
において男女別統計が有益であると述べている。
これは評価戦略の観点からも重要である。様々
な指標軸に沿ってアクセスの状況を評価し、バ
ランスを欠いている部分に対処することがアク
セス公平性の実現へ向けた第一歩となる、とい
うのが Hafkin の主張である。

運営者が女性だと女性の利用が増えることを
報告している研究成果は少なくない 91。広く知
られた Grameen Phone プログラムを調査した研
究によれば、「調査の回答を集計した結果、女性
の電話利用者の 52％は電話の所有者は女性が良
いとし、男性が良いとしたのは 2％、どちらとも
いえないが 46％であった。ただし、最後に通話

91 African Connection Secretariat（2000）など
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した時の電話機は女性が所有しているものと答
えた女性は 82.1％であった」。従って、施設の運
営者と管理者の性別が利用の公平性に影響を与
え得るといえる。

カーストによる公平性
コミュニティ・アクセス施設の構造や立地

も利用の公平性に影響を与え得る。例えば、
Kumar（2001）は、インドのタラハート事業 92

における様々なカースト間のアクセスに関する
公平性を調査している。事業当初、ウッタルプ
ラデシュ州のある村落では、自宅をテレセンター
に開放している所有者兼運営者が、低いカース
トの人に対してコンピュータ教室の受講やテレ
センターへの立ち入りを断る光景が見られた。
コンピュータ室に専用の出入口を設けたことと、
タラハートの職員が粘り強く働きかけたことで、
あらゆるカースト階層に開放することができた。
しかし、カーストの低い地域で宣伝をすること
は一切なく、タラハートの職員に強いられた場
合に限り渋々従うにすぎなかった。このように、
テレセンターの立地が個人の住居あるいは村落
のカーストの高い地域にあること（その上、テ
レセンターの所有者兼運営者が偏見をもってい
ること）が、アクセスの公平性に影響を及ぼし
ている。

施設の物的配置も女性のアクセスに影響
施 設 の 物 的 配 置 も 軽 視 で き な い。SARI

（Sustainable Access to Rural India）93 のプロジェ
クトでは、コンピュータの画面が外の通りから
見える向きだと、女性の利用が増えた。通りか
ら見えないと、アダルトサイトにアクセスして
いると思われる（事実かもしれないが）ことか
ら女性の利用が低下したという。

19-2　テレセンターの運営において公平性
をどう確保するか？（その 2）

標準的な反差別規定を盛り込んだ職務規程
SARI プロジェクトでは、運営者に同意を義

務づけた職務規程を実験的に導入した。これに
は、コミュニティ、カースト、ジェンダーなど
を問わず、すべての利用者を歓迎するという「標
準的な」反差別規定を盛り込んでいる。さらに、
無差別の方針を明記した看板も用意した。運営
者がテレセンターに掲げることを期待してのこ
とである。しかし残念なことに、このアプロー
チが有効であったかどうかに関するデータを持
ち合わせていない。

公平性を保証の目的とした対象限定プログラム
対象を限定した事業は、アクセスの公平性

を保証する上で非常に有効な手段となり得る。
SARI プロジェクトにおける運営者のなかには、
コミュニティ内部の特定層に焦点を絞った特別
プログラムを展開した。例えば、あるテレセン
ターは、金曜日の午後を女性限定にした。女性
だけの方がテレセンターを気楽に利用できると
考える女性も少なくなく、このプログラムは大
きな成果を上げることができた。

技術設計に公平性の強化をどう組み込むか
最後に、技術そのものが、特定の民族や状況

に不利にできており、公平性の強化を技術設計
にいかに組み込んでいくかというのも研究上の
課題である。例えば、Windows 搭載の一般的な
パソコンは、ある程度の識字水準、キーボード
の操作技術、手先の器用さなどが要求されるた
め、多くの人 （々障害者や非識字者を含む）にとっ
て使いづらいものになっている。これは今後の
研究課題と考えられる。

92 http://www.tarahaat.com/
93 http://edevelopment.media.mit.edu/SARI/mainsari.html



19-3　コミュニティのテレセンターの内部
能力をどう構築するか？

「内部能力（Internal Capacity）」という言葉
には、コミュニティ・アクセス・センターの人員、
特に現地の管理者や運営者の研修、技能、潜在
能力という意味が込められている。現場のスタッ
フには、コンピュータの扱い方、人との接し方、
マーケティング能力、起業能力など、様々な技
能が求められている。内部能力の問題には少な
くとも 3 つの柱がある。

  ①選考（Selection）
  ②研修（Training）
  ③定着（Retention）

若い女性や中年の男性が管理者にふさわしい
「選考」とは、現地スタッフの採用プロセスの

ことを意味している。どのような人物が施設を
成功に導くのか。SARIプロジェクトの経験では、
若い女性と中年の男性が現場スタッフとして最
適であった。女性の運営者は人を扱う能力に優
れ、担当エリアにおける宣伝を行い、利用者の
確保に成功している。

SARI プロジェクトのスタッフが一緒に働いた
中年男性の運営者たちは、いくつもの事業を手
がけた経験を有し、テレセンターは彼らにとっ
て 2 番目、3 番目の事業（ティーショップの個人
経営の後など）であることも多い。それまでの
起業経験から教訓や技術を学び、その経験をテ
レセンターの運営という仕事に生かしているよ
うである。

上記を証明する実証研究はない
しかし、残念なことに、この経験はある傾向

を示してはいるももの、これまで実施されたデー
タに基づく分析では実証されてはいない。後述
の 19-9 では、これまで実施されたデータ分析
やモデル作成について掘り下げる。ここでは、
SARI から得られたデータからいえることを述べ
るにとどめたい。

写真 19－ 1

場所によりインターネットの利用にはばらつき
がみられる

解明を目指している主な応答変数の一つが、
場所により平均的なインターネット利用率が大
きく異なることである。SARIプロジェクトでは、
インターネットに接続できるテレセンター 51 カ
所について、1 カ月当たりの平均インターネット
利用時間を調査したところ、1 カ所当たりの週利
用時間は 43 時間、1 日にしておよそ 1.7 時間で
あった。しかし、1 日に 8 時間近いところもあれ
ば、0 時間のところもあるのが実情である。この
ばらつきは運営者の選考基準から説明できるの
かどうかが問題となる。言い換えれば、女性や
経験豊富な起業家の方がよいのか、という問題
である。

人物像とインターネット利用率とは相関しない
この問題に対する回答は、運営者の人物像の

データからは、インターネット利用率のばらつ
きをまず説明できないというものである。例え
ば、問題の変数（1 カ所当たりのインターネッ
トの平均利用時間）を運営者のコンピュータ歴

（月換算）と実務経験（月換算）を当てはめよう
とした。この 2 つの指標とインターネット利用
のばらつきには何らかの関係があり、運営者の
経験が豊かなほど利用度は高いと少なくとも直
観的に感じるのが自然だろう。しかし、このデー
タセットでは、コンピュータ歴も実務歴もイン
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ターネット利用のばらつきを説明できなかった 94。

19-4　テレセンターのスタッフに対する最
も効果的な研修は何か？

「研修」とは、現地の管理者や運営スタッフを
ひとまとまりにして、現地の力量を十分な水準
に維持するために必要なキャパシティ・ビルディ
ングのことを意味している。ある研究者グルー
プ 95 は、テレセンター管理者用の学習方法を抽
出した。
・ 実務ベースの課題
・ 専門家及び同業者の観察
・ 書籍・雑誌の購読
・ 公開学習と独習
・ ワークショップ、講座、セミナー、会議
上記の方法はみな価値があり、一つの方法（例

えば正規の研修講座）に偏るのは危険なので、
すべてを組み合わせて実行することが大変重要
である。

World Links はプロジェクトベースの研修を重視
テレセンター管理者研修の方法論を研究し、

プロジェクトや実務をベースにしたアプローチ
を活用しているのが World Links96 である。その
カリキュラムを一般に公開することはあまりな
いが、相当なノウハウを有している。

同業者のネットワークが単独では最も効果的な
研修の形態

Murray らは取り上げていないが（「専門家及
び同業者の観察」に多少関係はあるが）、スタッ
フ研修の形態として、同業者のネットワークが
重要である。SARI プロジェクトでは評価活動の
一環として、テレセンターのパソコンでどのソ

フトが一般的に使われているか、評価担当チー
ムに報告する実験が実施された。使用したモニ
タリングソフトは、起動し利用したすべてのソ
フトを記録するものである。PC 上での使用時
間が最も長かったのが Yahoo! メッセンジャーで
あった。そして、このソフトを使ったオンライ
ンのチャット 97 を主にしていたのが様々なテレ
センター運営者であることがわかった。疑問点、
マーケティングやサービス拡大のアイデアなど
を持ち寄り、問題が発生した場合に真っ先に頼
るのがこのチャットとほかの運営者であった。
同業の運営者から構成されるこのようなネット
ワークを構築することが、SARI プロジェクトの
内部能力構築の最も効果的な方法であるとされ
た。

写真 19－ 2

19-5　テレセンター・スタッフの離職率の
高さにどう対処するか？

最後に、スタッフの定着と退職・離職は双方
ともに重要であることを認識している。テレセ
ンター・スタッフの退職が多いことが一般的な
地域は少なくない。実際、スタッフのなかには

94 コンピュータ歴はｒ＝ 0.08、実務歴はｒ＝ 0.09
95 Murray, Murray and Brooks（2001）
96 http://www.world-links.org
97 Chat：コンピュータネットワークを通じてリアルタイムに文字ベースの会話を行うシステム。1 対 1 で行う

ものや、同時に多人数が参加して行うものがある。パソコン通信サービスの機能の一つとして提供されてい
たが、最近では IRC などのようにインターネットを通じて利用できるものもある。



成功せず、6 カ月以上定着することが期待できな
い者もいる。

ICT の世界でステップアップするのは良いこと
しかし、スタッフの技能取得が早く、テレセ

ンターの管理・運営から ICT の世界のなかでス
テップアップしてより良い仕事に就くケースは
多いし、それがスタッフの希望でもある。人員
の自然減やステップアップは、取り組みの全体
的な成功にとって良いことであり、それに備え
るべきである。

退職は自然なこと
SARI プロジェクトでは、多くの退職者を見て

きた。同プロジェクトを担当するインド本部の
理事の一人が言う。
「運営者が続くのは平均して 6 カ月程度。コン

ピュータの技能を習得して別の仕事をみつける
のにそれぐらいかかるわけだ。例えば、ある運
営者は過去 3 年間で 5 つ目の仕事だ。最も成功
した部類に入るオーナーはおよそ 4 カ月ごとに
新しい人を採用している」

19-6　コミュニティの利用者の能力を高め
るにはどうしたらよいか？

「外部能力（External Capacity）」とは、担当
エリア内の潜在的な利用者の技能、意識、鋭い
感覚、潜在能力のことをいう。

適切な会計管理はサービスの計画立案に必要
どの企業でもそうだが、経営管理と会計管理

の技術（その一部は ICT を活用した技術であろ
う）は、テレセンターの運営に不可欠である。
小規模企業はインフォーマルな経営をしている
ことが多いが、支出、収入、原価の把握などの
重要なプロセスがおざなりになってしまう。さ
らに、管理者に届く情報が限られるため、新し
いサービスを開発・提供する際（及びそれに伴
うコストを負担する際）に特に重要となる意思
決定・計画プロセスにも悪影響を与える。記録

の不備やずさんな管理では、完全で正確な記録
を期待する（そしてそれに報いる）資金提供者（潜
在的な資金提供者を含む）との関係に悪影響を
与える。

運営者がビジネス・モデルを構築すべき
運営者には、利用者にサービスを説明し提供

するために必要な技能だけでなく、ICT ででき
ることや実際の活用についての十分な理解も求
められる。運営者はサービスの提供だけでなく
その宣伝も実質的に担うからである。地域コミュ
ニティやその ICT ニーズに関する知識を生かす
ため、運営者が利用可能な ICT ツールを理解し、
求められる水準・種類のサービスを提供するの
に何が必要かを見極め、それに必要なビジネス・
モデルを構築することが重要である。

管理者は ICTの夢を語れなければならない
中身が見えやすい製品を扱う従来型の企業と

は異なり、テレセンターの職員は新しい技術機
器に不慣れな人に対して説明やサポートをする
必要もでてくる。管理者は、利用者に説明する
技能を職員に伝えるだけでなく、ICT の夢を語
れなければならない。中等教育の学校や大学の
学生は人をサポートするのが得意であり、ICT
が利用できるとわかればテレセンターでボラン
ティアをしたり、比較的低い賃金で働いてくれ
たりする場合も多い。ただし、この形態では管
理者のやるべきことが増える可能性がある。

外部能力の鍵を握るもの
外部能力を適切な水準に引き上げる鍵を握る

のがアウトリーチやマーケティング、コミュニ
ティとの交流である。サービスが利用できるこ
とが十分に伝わっていなかったり、反発を招い
たりすれば、効果的なテレセンターの運営は難
しい。アウトリーチの取り組みは、市民団体だ
けでなく、企業、個人、非営利団体、公的団体
をも対象にすべきである。新しい技術機器に対
する意識・関心・理解・支持を高めることは農
村地域を中心に難しい課題となるが、この課題
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は研修と深く結びついていることも多い。

19-7　コミュニティのネットワークをどう
構築するか？：LINCOSの経験

マサチューセッツ工科大学（MIT）メディア
研究所は、コミュニティのデジタル技術へのア
クセスを高めるため、様々な環境下において、
いくつものモデルを実験してきた。LINCOS
テレセンターはその取り組みの一つである。
LINCOS テレセンターが実験的に導入したコ
ミュニティの数は数十にのぼるが、そこでの開
発の動態について、重要かつ興味深い教訓が得
られている。

自立発展性の課題を克服するためのコミュニティ
型アプローチ

LINCOS は、「小さきインテリジェント・コ
ミ ュ ニ テ ィ（Little Intelligent Communities）」
を意味している。21 世紀型コミュニティ・セン
ターの手本を提示することを目的に、「持続可
能な開発のためのコスタリカ財団（Costa Rican 
Foundation for Sustainable Development）」 と
の共同プロジェクトとして発足した。使い古し
の貨物コンテナを利用して高機能のテレセン
ターを整備し、無線通信技術を活用して、第一
級の教材、医療アドバイス、ビジネス・コミュ
ニケーション、芸術などの情報を各家庭に向け
て発信している。

LINCOS は、テレセンターとそのサービスを
中心にした地域づくりをコミュニティ自身が担
うことを基本としている。コミュニティによっ
てテレセンターの形態が異なることは、様々な
ニーズや状況に対応する LINCOS の柔軟性や能
力を反映しており、LINCOS のあるところでは
およそ、教育や通信関連のサービスに対する需
要が非常に高い。ハード、ソフト及び教育観点
からみると、LINCOS プロジェクトは相当の成
功を収めてきたといえる。

しかし、自立発展性の問題はたいていの場合
深刻になっており、テレセンターの設立から数

カ月後には、コミュニティの組織としての弱さ
がテレセンターの経済的な自立発展性への障害
となって露呈し始める。この自立発展性の課題
を克服し、コミュニティへのインパクトを高め
るため、デジタル技術をコミュニティに導入す
る方法やテレセンターと地元経済界との関係性
を見直さなければならない。

コミュニティ・ネットワークの構築から始める
MIT メディア研究所では、コミュニティ構

成員間の関係性が改善され、それが一般的な生
活の質の改善をもたらすことをもってコミュニ
ティにおける進歩とみなしている。研究所がコ
ミュニティの指導者層に対して十分な支援を実
施することで、指導者層自らをネットワークと
位置づけ、さらにより大きなネットワークのイ
ンフォーマルなグループか重要な参加者集団と
も位置づけるようにしている。従って、研究所
がコミュニティに働きかける際は、コミュニティ
の構造や主な主体、その主体とコミュニティと
のフォーマル及びインフォーマルな関連性をま
ず把握する。その後にプロジェクトを始動させ
るわけであるが、その際は地元経済界に注目し
て、主な企業クラスターを見極める。なぜなら、
そのようなクラスターは目に見え、影響力のあ
るネットワークであり、そこには調整の仕組み
や共通の言語があり、類似の目標や価値観が共
有されているからである。なお、このようなコ
ミュニティの構成員は、ほかの社会的ネットワー
クにおいても重要な役割を果たせる能力を有し
ていることが多い。



デジタルツールを利用したネットワーク形成
写真 19－ 3

この核となるグループ内のコミュニケーショ
ンは、デジタルツールにより強化される。デジ
タルツールを活用しつつ、交渉技術、指導力、
紛争解決、チームワークの構築、信頼できる対
人関係などの社会的な能力を開発しなければ
ならない。地域のビジネススクール、実業家、
NGO など、地域の機関がこのような研修を担う
ことが望ましい。

デジタルツールを活用するきっかけは早い方
がよい。MIT メディア研究所では、核となるグ
ループがこの新しいメディアを活用する技術を
習得し、オンラインでコミュニケーションをと
ることを支援する。

地方の起業家が必要とするコミュニケーショ
ン・ツールのデザインや機能は、通常とは異なっ
ていることも考えられるので、適切なツールを
見極めることが重要である。

Wi-Fi 及び移動通信技術の活用
MIT メディア研究所は、通常のデスクトップ・

コンピュータより、802.xx 規格によるインター
ネット接続ができる移動通信機器の活用を薦め
ている。核となるグループの構成員は外に出て
いることが多いからである。また、途上国で普
及しつつあり、料金も比較的低いことから、可
能な場合は携帯電話の文字送受信機能の活用も
推奨している。なお、特別のソフトウエアを使
えば、異なる機種間でも文字の送受信が可能と
なる。

以上のようなデジタル通信ツールを採用する
には、インフラと技術支援も必要となる。MIT
メディア研究所ではその取り組みにおいて、
802.11b 規格の無線インターネット接続が可能な
Wi-Fi 網を整備している。低廉なプラットフォー
ム 98 なので、新しいタイプの企業やサービスに
適しているからである。このように、LINCOS
のテレセンターは、利用者や通信インフラの保
守に関する技術的サポートを提供する拠点の役
割を果たしているのである。
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ビレッジ電話スタンドは、主に村落の女性が経営するマイクロ企業で、移動電話を村落民に貸
し出す事業である。この事業モデルはグラミン・フォンが開発したものだが、各地に適用され
ており、移動電話会社にとっても雇用創出や収益創出の機会になっている。このモデルの事業
可能性はどうだろうか。どのような教訓が生まれているのだろうか。

本章のトピック

20-1　グラミン・ビレッジ電話プログラム 
とは何か？

バングラデシュは、世界で電話普及率の最も
低い国の一つである。2002 年の電話普及率（固
定電話と携帯電話の合計）は 1.32％で、南アジ
ア諸国でも最下位に近い。この数字は全国平均
なので、地方ではさらに厳しい状況にある。ダッ
カを除く地域の電話普及率（人口 100 人当たり
の電話回線数で算定）は 2000 年でわずか 0.19％
程度である。なお、人口の約 80％は農村地域に
居住している。

バングラデシュには 5 つの電話事業者がある。
国営の固定電話事業者（Bangladesh Telegraph 
and Telephone Board: BTTB）と移動電話事業

者が 4 社で、このうちグラミン・フォン、アク
テル、シバがGSM網、シティセルがCDMA（Code 
Division Multiple Access）網を運営している。

ビレッジ電話プログラムは、グラミン・フォ
ンの出資者の一つである非営利グラミン・テレ
コムが管理するプログラムである。グラミン・
テレコムはグラミン銀行が設立したものである。
グラミン・テレコムがプログラム運営、事業者（加
入者）研修及びサービス関連事項全般を管理し、
グラミン銀行の全国コミュニティ・ネットワー
クと関連組織から大きな援助を受けている。

事業モデルは単純である。通常は女性が、グ
ラミン銀行のマイクロ・クレジットを利用して
グラミン・テレコムから電話端末と電話加入権
を購入する。そして、電話サービスを村落民に

第 20章　ビレッジ電話プログラム

グラミン・ビレッジ電話プログラムとは何か？
ビレッジ電話プログラムにはどのようなパートナーシップが関与しているか？
グラミン・テレコムの役割は何か？
料金割引制度は持続可能か？
村落電話レディはどのようにして利益を上げているのか？
プログラム運営方針はどうなっているか？
ビレッジ電話プログラムのサービスエリアの規模はどのぐらいか？
ビレッジ電話プログラムは他国にも適用できるか？
どのような教訓が得られたか？
ビレッジ電話プログラムの主な実績は何か？
バングラデシュにおける成功の鍵は何か？
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小売りして生計を立てながら少しずつ借入金を
返済していく。

プログラムの一般管理費を賄い、加入者の収
入を保証するため、グラミン・テレコムはグラ
ミン・フォンから通話分数を割引料率で一括購
入する。有利な料率を享受する代わりに通話分
数を大量にまとめて購入するわけである。

プログラム実施の初期段階に実施した調査研
究の結果により、農村村落にも電話サービスの
需要が存在することが予想されていた。電話を
利用する理由は家族関連、経済関連、医療関連
と様々である。具体的には、海外に働きに出て
いる家族との通話、送金の手配、近隣町の市場
価格の問い合わせ、医療相談などである。

村落事業者の数が急速な拡大を続けているこ
とは、プログラムにより村落事業者が利益を得
るだけでなく、コミュニティ全体も社会経済的
な便益を得ていることの証左である。

20-2　ビレッジ電話プログラムにはどのよ
うなパートナーシップが関与してい
るか？

グラミン・テレコムは、ビレッジ電話プログ
ラムの日常的な管理を行うとともに、グラミン・
フォンから割引料率（50％引き）で通話分数を
購入する。この割引によりグラミン・テレコム
はビレッジ電話プログラムの運営コストを賄い、
電話事業者は利益を上げることができる。

グラミン・フォン
グラミン・フォンは通信網の建設・拡大・保

守を実施する。規制枠組みや相互接続などに関
する政府とのやり取りの窓口もグラミン・フォ
ンである。ドナーや出資者からの借入金が通信
網の初期整備とその後の拡大を支えている。

グラミン銀行
グラミン銀行はマイクロ・クレジットによる

融資を行い、借り手や将来の電話事業者がグラ
ミン・テレコムから端末を納入できるようにす

る。マイクロ・クレジットは、 担保が不要、 貧困
層（特に女性）が対象、  分割返済の間隔が狭い
こと、が特徴である。グラミン銀行は、1976 年
の創設より拡大させてきた全国コミュニティ・
ネットワークを通じて、電話料金の回収も支援
している。さらに、グラミン銀行の関連会社が
技術面でグラミン・テレコムを支援している。

20-3　グラミン・テレコムの役割は何か？

ビレッジ電話プログラムでは、非営利のグラ
ミン・テレコムが中心的な役割を担っている。

プログラム運営
グラミン・テレコムは、プログラムの日常的

な運営、利害関係者との調整・取引、事業者の
選択・加入手続き・研修の手配、事業者への請
求などを行う。

村落電話レディ事業者の研修
グラミン・テレコムは、村落電話レディ（Village 

Phone Ladies）を対象とした研修も実施してい
る。研修のテーマは、プログラムの方針やルール、
ハードウエアの使用と保守の方法、運用マニュ
アルの活用法など、多岐にわたっている。ビレッ
ジ電話事業で利益を出すのに必要な情報や技術
も提供する。

サービス関連事項全般
サービス関連事項全般は、グラミン銀行とそ

の関連組織が支援している。
・ 電話料金請求書のベンガル語への翻訳
・ 電力供給がない場所では（バングラデシュ

では電力供給は都市部に限定）、グラミン・
シャクティ（エネルギー）が太陽光パネル
装置を提供

・ クレームが出た場合、必要な措置を実施（回
線切断など）



20-4　料金割引制度は持続可能か？

プログラムの一般管理費を賄い、加入者の収
入を保証するため、グラミン・テレコムはグラ
ミン・フォンから通話分数を割引料率で一括購
入する。有利な料率を享受する代わりに通話分
数を大量にまとめて購入するわけである。グラ
ミン・テレコムは 15％の手数料をとっている。

ビレッジ電話事業者にとって、この割引制度
は移動電話サービス事業の機会となる。通信事
業者であるグラミン・フォンにとっては、電話
料金回収のコストがかからずに収益が保証され
ること、農村地域の販売・料金請求のネットワー
クやブランドづくりに投資する必要がないなど
の利点がある。グラミン・テレコムにとっては、
補助金を受けずにプログラムの一般管理費が確
保できる。

利用者にとっては、電話サービスがある町ま
で赴く必要がなく、特別追加料金を負担せずに
市価で利用できる。

20-5　村落電話レディはどのようにして利
益を上げているのか？

村落電話レディ（Village Phone Ladies）は、
電話サービスを村落民に小売りして生計を立て
ながら、少しずつ借入金を返済していく。

事業者収益の約 65％は変動費が占める。残り
の 35％が限界利益となる。利益を出すためには、
固定費であるグラミン銀行への分割返済（元本
＋利息）を完済しなければならない。完済すれ
ば35％の限界利益はすべて事業者のものになる。
これを生活の向上や子供の教育費などに使うこ
とができる。

このプログラムはビレッジ電話事業者にとっ
て収益性の高い事業であることがいくつもの研
究で示されている。事業者の 1 日当たりの純利
益は 2 米ドルで、これは年換算するとバングラ
デシュの 1 人当たり平均年収の 2 倍以上に相当
する。

20-6　プログラム運営方針はどうなってい
るか？

グラミン・ビレッジ電話プログラムは次の運
営方針を採用している。

プログラムの厳密なルール
グラミン・ビレッジ電話プログラムは、事業

者の選択基準（電話スタンドの所有者であるこ
と、村落の中心地にあること、借金の履歴）、プ
ログラムから受ける利益の不正利用の禁止（不
正が発覚した場合は直ちに加入権を解除）など
の厳密なルールをもっている。

村落における段階的アプローチ
移動電話が村落に導入された直後は事業者に

独占が認められる。しかし、順次競争が導入さ
れることになっている。

20-7　ビレッジ電話プログラムのサービス
エリアの規模はどのぐらいか？

1997 年、グラミン・フォンはほかの競合事
業者に先駆け、全国に広がる全長 1,800km の光
ファイバー基幹網の賃借・復旧に関する長期契
約をバングラデシュ国有鉄道との間で結んだ。
この基幹網の建設は 1980 年代にノルウェー開発
協 力 庁（Norwegian Agency for Development 
Cooperation: NORAD）の資金援助を受けたもの
であった。鉄道網に沿い、さらに 900km 延長す
ることが可能である。

さらに、ほかの通信事業者が大都市でしか営
業しないなか、グラミン・フォンは継続的に基
地局網を拡大・強化してきた。

業務の卓越性と効率性を特に重視
この姿勢は、グラミン・フォンの継続的な取

り組み、すなわち通信網の拡大及び購買力の異
なる利用者の様々なニーズに対応する製品・サー
ビスの開発によく表れている。グラミン・フォ
ンは移動電話を富裕層のステータスシンボルと

第 20章　ビレッジ電話プログラム
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してだけではなく、遠隔農村地域に居住する最
貧層を含む人々の社会経済発展の手段とする戦
略をとっている。プリペイド式や移動電話間サー
ビス及びビレッジ電話プログラムはその一環で
ある。

グラミン銀行のユヌス総裁とその関係者は、
業務の卓越性と効率性を達成できるのは民間セ
クター以外にないと断言する。

20-8　ビレッジ電話プログラムは他国にも
適用できるか？

ユヌス氏によれば、ビレッジ電話プログラム
はどこでも適用可能であるという。「人類学的な
要因や文化的な違いは一切関係ない。これはビ
ジネスだ」と。しかし、ビレッジ電話プログラ
ムをほかの地域にも適用できないかと、実に様々
なところからグラミン・テレコムに視察に来た
が、現在この方式を導入しているのはウガンダ
だけである。

ウガンダのMTNビレッジ・フォン
ワシントンを本拠とするグラミン USA 財団の

事業であるグラミン技術センターは、ウガンダ
の既存通信事業者である MTN ウガンダとの間
に、新会社 MTN ビレッジ・フォンを設立する
50 対 50 のパートナーシップ契約を結んだ。同社
は 2003 年 11 月に正式に発足した後、小規模金
融会社 9 社と連携し、5 年後に事業者 5,000 人と
いう目標を目指して 200 台の電話端末を導入し
た。利用率は当初予想よりも 25％高く、自立発
展性のベースライン、すなわち採算分岐点を大
きく上回ることになった。バングラデシュのビ
レッジ電話プログラムとは異なり、ウガンダで
はプリペイド式を採用し、一般管理費を最小限
に抑えている。

世銀グループが持続可能なモデルの開発を支援
ほかに適用可能なモデルを構築するため、世

界銀行は米国における研究への資金援助と MTN
への起業投資を目的として、グラミン基金への

融資を実施した。国際金融公社（International 
Finance Corporation: IFC）は、中小企業育成
の優れたモデルの越境的な移転の促進を目的
とした中小企業向けの能力開発ファシリティ

（Capacity Building Facility: CBF） を 通 じ て、
無償援助を実施している。援助国は、マイクロ
ファイナンス機関、MTN、ビレッジ電話事業者
への補助は一切行っていない。通話料金は補助
の対象となっておらず、ウガンダ方式は完全に
持続可能なモデルといえる。

成功要因は何か
ウガンダ方式が成功している背景にはいくつ

かの要因が考えられる。
・ 業務の卓越性と効率性を重視－グラミン技

術センターがビレッジ電話プログラムの事
業ノウハウをすべて書き留めるのに 3 カ月
も要した。

・ MTN ウガンダは、3 年契約の終了時にはグ
ラミンの株式を買収することも可能である。
グラミン技術センターのプロジェクト技術
担当責任者のティム・ウッド氏が言うよう
に、他国でビレッジ電話プロジェクトを実
施する際は、インフラを整備し、割引料金
での提供に理解を示す通信事業者を見極め、
その事業者とパートナーシップを結ぶこと
が第一歩となる。

・ 収 益 性 の 高 い 方 式 で あ る こ と を MFI
（Microfinance Institution）に理解させるの
に当初は苦労した。ウガンダでは、規制枠
組みは問題にならなかった。実際、政府は
非常に協力的であった。

・ ウガンダの経験は、誰にとってもプラスに
なるモデルであることが証明されつつある。
実際、民間セクター、MFI及びその債務者と、
すべての関係者が利潤を上げている。

20-9　どのような教訓が得られたか？

バングラデシュにおけるグラミン・ビレッジ
電話プログラムの経験からは、以下の教訓を導



き出すことができよう。第一に、創造的なパー
トナーシップを構築すれば、採算ライン以下の
地域にもインフラサービスを提供できるという
ことである。第二に、現地パートナーの強力な
リーダーシップと主体性が不可欠である。そし
て第三に、事業目的と開発目標の間にはトレー
ドオフはなく、逆に相乗効果が期待できること
である。

20-10　ビレッジ電話プログラムの主な実
績は何か？

バングラデシュにおけるグラミン・ビレッジ
電話プログラムのインパクトをまとめてみよう。
まず、電話サービスは 5700 万人以上に提供され
るまでに拡大した。2004 年半ば現在、村落電話
レディは 4 万人以上おり、事業者の純所得は平
均で 58 米ドル／月であり、女性の社会的地位の
向上に貢献している。

1 日平均の通話時間は、着呼・発呼を合わせて
約 57 分となっている。

農村社会に対する影響としては、村落住民の
生産性が向上したことや、中間業者の影響力が
低下したことなどが挙げられる。

また事業としての持続性に関しては、事業者、
MFI、通信業者など関係者すべてにとって確実
な採算性と自立発展性を提供していると考えら
れる。

20-11　バングラデシュにおける成功の鍵
は何か？

ビレッジ電話プログラムは、なぜバングラデ
シュで成功したのであろうか。いくつかの要因
が挙げられよう。
・ 高い人口密度と極めて低い電話普及率
・ 地勢
・ グラミン銀行及び関係組織共通の「グラミ

ンの DNA」の強み
・ グラミン・フォンが割引で通話分数を提供
・ 粘り強い取り組み

第 20章　ビレッジ電話プログラム



コミュニティ・テレセンターは、電話、電子メール及びインターネットを利用できる公共の場
である。その上、農村社会に様々な社会的経済的サービスも提供することができる。コミュニ
ティ・テレセンターの役割は何だろうか。どのように設立するのか。

本章のトピック

21-1　テレセンターをどのようにモニタリング評価するか？
21-2　テレセンターのインパクトをどう計測するか？
21-3　テレセンターの全体的な実績はどう計測したらよいか？
21-4　電子コミュニティ・センターの重要な成功要因は何か？

第 21 章　テレセンターの評価

21-1　テレセンターをどのようにモニタリ
ング評価するか？

テレセンター運動が従来から抱える大きな課
題の一つに、モニタリング評価が不十分である
という問題がある。Whyte（2000）が的確に指
摘するように、情報通信ニーズへの対応状況や
社会的公正や経済発展へのインパクトについて
十分把握することなく公的組織やドナーがテレ
センターを設立していることを踏まえると、コ
ミュニティのテレセンターの役割やインパクト
を評価するために、評価に関する調査研究が緊
急に必要である。

モニタリング評価に欠かせない点を以下に示
す。
・ 早期に開始し、頻繁にモニタリングを行う。

テレセンターを整備する前から基礎評価や
予備評価を開始することも意義がある。

・ 評価コンポーネントに対象コミュニティと
取り組みの対象ではない比較のためのコ

ミュニティとを必ず含めるようにする。
・ 明確な理論的根拠 99 に基づいて方法論を確

立する。
・ 一貫した研究フレーム、手法、広範で有力

な指標を確立する 100。
・ 公平性の適切な指標軸に沿ってデータを分

解（Disaggregate）する。
・ データの質（質が低いことが多い）に対し

て細心の注意を払う 101。
・ 統計モデルに適した定量的で客観的な計測

を行うことにより安定性の高い結果が得ら
れる（数字で嘘をつくことは容易だが）。

・ 定性的な観測データにより、定量的アプロー
チでは得られない真実が明らかになること
がある（個別の事例に惑わされる危険はあ
るが）。

SARI プロジェクトにおける体系的なデータ収集
SARI プロジェクトのモニタリング及び評価に

おいて、Best（2004）は定量的統計モデリング

99 Roman（2003）など
100 Whyte（2000）
101 Roman and Colle（2002）
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を採用した。Best（2004）は非常に広範な種類
のデータを用意している。コミュニティ・アク
セス事業からこれほど豊富なデータを収集した
例はおそらくないだろう。具体的には次のデー
タである。
・ 世帯調査
・ 事業者調査
・ 利用者調査
・ 利用可能パソコン
・ インターネット・メーターの数字
・ 保守整備記録
・ 1 日の利用度
・ 政府の利用度
・ 基礎評価
・ 支払い状況

データの質
いつの時代でも、データの質の確保はほぼあ

らゆる計測において大きな課題である。例えば、
テレセンターのインターネット利用時間を計測
したいとする。幸運なことに、インターネット
接続事業者（ISP）の接続を監視するインターネッ
ト・メーターを確認することで正確に利用時間
を割り出すことができる。我々は事業者に対し、
インターネットの利用度（記録項目はほかにも
多くあり）を毎日（忘れたらさかのぼって）記
録するように依頼することができる。報告され
るインターネット利用時間は実際に利用した時
間の 13 分の 1 程度である。言い換えると、事業
者がインターネットの利用時間として報告した
時間の 1 分につき、実際は 13 分利用しているこ
とが、ISP のインターネット・メーターから知
ることができる。

インターネット利用度を説明する回帰モデル
Best（2004）は、最小 2 乗法による回帰モデ

ルを開発してきた。Best はある応答変数（従
属変数）を一群の説明変数（説明変数）で説明
しようと試みた。その応答変数とは、テレセン
ター当たりの月平均インターネット利用時間で
ある。この応答変数については第 19 章「キャパ

シティ・ビルディング」で既に確認している（こ
れは ISP のメーターによるもので、極めて質の
高いデータである）。インターネット利用度と全
般の活動の度合いは比例すると仮定し、この変
数をテレセンターのあらゆる活動に関する代替
的測定値として使用してきた。

事業者の実務経験が長いほどテレセンターの利
用は低下する

このため、このモデルによれば、テレセンター
ごとのインターネット利用度の変動は、次に示
す条件に当てはまる場合にテレセンターのイン
ターネット利用度が高いことを指摘することで
説明できる。

① テレセンターが大きな村落にある。
② その村落はヒンズー教徒の割合が高い。
③ その村落の電話普及率は低い。
さらに、テレセンターの運営者が（一般に全

般的な裕福度を示す）当該テレセンターの土地
の所有者である場合、インターネットの利用度
は高いようである。ただし、事業者の実務経験
が長いほどテレセンターの利用は低下する。

21-2　テレセンターのインパクトをどう計
測するか？

個人、組織及びコミュニティ全体に対するイ
ンパクトを計測することは、大方の評価研究に
おいて中心的な課題である。それは、多くの利
害関係者とって、あるいはコミュニティ内や国
家事業のレベルにおいて、あるいはドナーにとっ
て、最も重要な研究課題の一つでもある。テレ
センターはコミュニティ開発にとってプラスな
のか。新たな格差を生まないか。地域レベルに
おけるほかの取り組みやイノベーションの契機
となるか。人々の自立を助けるか。こうした問
いは、テレセンター事業の推進者や資金提供者
の仮説や期待感を表している。

インパクトを計測する難しさ：因果関係
インパクトの計測における難問の一つが因果



関係の問題である。テレセンターは地域の経済
生産性の向上、あるいは女性の地域組織への参
加拡大に寄与したのか。それとも、既に生産性
の増大や女性参加の拡大があり、それがテレセ
ンター設置の契機となったのか。いうまでもな
く、潜在的経済力、地域のリーダーシップ、コ
ミュニティのイニシアティブは、「公益」の意識
が強いテレセンター事業であったとしても、テ
レセンターの立地を左右する要因である。調査
規模が小さく、時間のかかる統計操作をするほ
ど多くのデータは得られないとすれば、せめて
できることといえば、コミュニティに関するベー
スライン・データを収集し、その後の変化を慎
重に計測し、計測した経済的社会的な変化とテ
レセンターが強い相関関係にあることを証明し、
因果関係の方向性を判断する上で「合理性」の
主張を展開するぐらいだろう。その主張は、テ
レセンターを有する複数のコミュニティのデー
タやテレセンターのない「対照」コミュニティ
のデータに裏付けられていれば説得力が大きく
増す。指標計測の地域比較や一貫性が最大の効
果を生むのはこの分野である。

経済的インパクト：国レベル
米国をはじめとする 61 カ国の時系列なデータ

を分析して通信投資の増加と 1 人当たりの GDP
ないし GNP との相関を測定した統計的研究がい
くつも行われてきた。その結果、因果関係は双
方向であること、並びに生産性に対する通信の
寄与度は、国民経済総体と特定セクターの両方
について計測できることが示された。通信の重
要な特徴の一つは、「共有地の悲劇」とは逆に、
利用者総数が増えると各利用者の潜在的な利益
も増加することにある。もう一つの特徴は、通
話の発呼側も着呼側も通信の恩恵を受けている
が、通常はどちらかのみが通話料を支払うこと
である。途上国の通信セクター（コスト効率の
相対的な向上が初期段階では大きい）に関する
研究のほぼ一致した結論は、プロジェクトによ

り公共の利益だけでなく、大幅な効率性・生産
性の向上ももたらされるというものである。具
体的には、料金情報の改善、設備機器の故障や
点検保守によるサービス停止時間の短縮、在庫
の縮小、製品のタイムリーな市場投入、交通費
の節約、省エネなどである 102。

経済的インパクト：コミュニティ・レベル
コミュニティのレベルでは、評価担当者が収

集する一次データに依拠することが多いが、上
記の結果をどう位置づければよいだろうか。世
帯レベルの所得、貯蓄などの経済データは収集
やクロスチェックが難しいことも少なくない。
この問題に対処する方法としては、 評価担当者
に協力的な情報提供者の活用、 富の蓄積を示す
間接的な指標（ラジオ、テレビ、冷蔵庫、自転
車などの所有状況）の活用（家屋の新築など、
直接的に確認できるものもある）、 貯蓄よりも支
出のパターンに関する聞き取りなどの調査、 可
能であれば、統計（例：地域の市場価格）の活用、
などがある。世帯調査データを補完するものと
しては、抽出した世帯に依頼して用意した家計
簿に世帯の収入と支出をつけてもらう方法が有
効である。もちろん、経済的なインパクトに関
する最良のデータを得るためには、テレセンター
設立以前の状況からの変化を計測できる時系列
な調査研究が必要となる。ということは、異な
る時期に変化を計測できる指標を多く採用する
ことになる。

社会的なインパクト
社会指標では計測をめぐるもう一つの問題が

浮上する。死亡率のような基本的な社会指標（ほ
かにも要因があるなかでテレセンターの寄与度
だけを取り出して考えることはできない）と 1
世帯当たりの 1 カ月の通話本数などといった行
動への直接的なインパクト（計測はおそらく可
能だが、社会的インパクトとしては必ずしも大
きな意味をもたない）との中間に指標を設定し
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なければならないということである。数多くの
候補のなかから入手しやすく関連性の高いと思
われるものを抽出してみたところ、そのなかに
は、直接計測できるものもあれば、考え方や価
値観に関するものもあった。世帯や個人を抽出
して生活時間の配分と構成を記録してもらう方
法が望ましい。社会的な行動やパターンの変化
に関する貴重な資料となるばかりか、協力して
くれる世帯・個人のためにもなる。例えば、学
童に宿題として記録してもらうことも一案であ
る。地域組織のメンバーやリーダーに協力して
もらうことも可能であろう。よく説明すれば、
このようなデータを収集する目的や意義を理解
してもらうことができるはずである。

組織へのインパクト
個人や世帯向けに提案した指標の多くは組織

にも利用できるが、コミュニティの発展や生活、
あるいはテレセンターの分析にとって組織が重
要であることを踏まえれば、評価研究において
組織を特別に考慮する必要がある。コミュニティ
において重要なフォーマルな組織としては、学
校、商工会議所、診療所、個人経営でなく従業
員のいる企業、コミュニティ組織、NGO、ある
程度のフォーマルな構成と権限を有する委員会
などがある。情報通信はフォーマルな組織の成
功の鍵を握っているので、時間と金の節約は業
績と信頼性の向上とともに評価の重要な項目と
なる。個人や世帯についていえば、指標はテレ
センターの利用度やインパクト、あるいはテレ
センターの広報担当がテレセンターにとっての
費用と便益をどうみているかが指標となり得る。
この場合のインパクトとは、組織の効率性、業績、
意思決定プロセスと決定事項、あるいは組織の
目標達成に対する組織のネットワークと情報源
の有効性に関するものになるだろう。

21-3　テレセンターの全体的な実績はどう
計測したらよいか？

テレセンターの実績を計測する重要な指標は、 
事業計画、基本規約、事業提案文書などに記述
されたテレセンターの自主目標と実績目標、 テ
レセンター利用者のニーズと満足度、の 2 つで
ある。共通の基本指標を設定する意義は、横断
分析においてあるテレセンター（または国家事
業）の実績をほかと客観的に比較できることと、
個々のテレセンター（または国家事業）の実績
の時系列な変化について信頼性の高いデータが
得られることにある。推奨する指標は、 基本的
なテレセンターの指標、 サービス需要の指標、 
サービス実績の指標、 利用者の行動と認識の指
標、に分類できる。

基本的なテレセンターの指標
テレセンターの状況を表す様々な定性的指標

や定量的指標がある。例えば、立地、設立の経
緯、所有権管理、施設・設備機器、スタッフ、
サービスなどがそうである。これ以外にも重要
なのが、テレセンターの財源と収入創出である。
テレセンターの時系列な変化を計測する指標も
ある。この指標は、事業開始時（通常は 1 年目）
とその後の通常年では大きく異なることがわ
かっている。よくあるパターンとしては、テレ
センターのサービスが拡大し、特に企業支援活
動が活発化するとともに、1 ～ 3 年の事業開始時
期が終了すると公的融資や補助金は減額される
か打ち切りになる。

ここで提案する指標の根拠となっているのが、
考えられる成功要因に関するいくつもの仮説で
あり、その仮説は異なるテレセンターを比較す
ることで確かめることができるものである。例
えば、コミュニティ・テレセンターへの関与や
積極性の度合いが成功要因の一つと仮定できる
ことが多い。その度合いは、コミュニティ・テ
レセンター設立経緯における役割、所有と管理、
テレセンターの実績に対する満足度、コミュニ
ティの基本的な特徴などで計測することができ



る。事業開始時に提供された資金が枯渇した後
に採算性の確保が難しくなるのは、コミュニティ
主導や地元の起業家精神の結果として生まれた
テレセンターよりも、ドナー主導や公的事業と
して設立されたテレセンターの方である 103。

サービス需要の指標
テレセンターが提供するサービスの需要を示

す指標は、基本コミュニティ調査やできればプ
ロジェクトが始まる前の実施するフィージビリ
ティ調査に盛り込むべきである。テレセンター
が定着し、知名度を上げるにつれて変化するサー
ビス需要もその指標を用いて計測すべきである。

サービス実績の指標
テレセンターのサービス提供の実績は、電力・

通信インフラや財務構造の質や信頼性を背景に
した設備機器とヒューマン・パフォーマンスの
相互作用の結果である。提案する指標の多くは、
利用者が体験するサービスの観点からこれらの
様々な要因を評価したものである。テレセンター
管理者はこうした指標に立ち返り、サービス提
供における問題点の原因を突き止める必要があ
る。その原因としては、設備機器の故障、停電、
相互接続の問題、盗難や破壊行為による長期の
サービス停止などが考えられる。サービス実績
はテレセンターの運営や人員配置のあり方にも
かかわっている。テレセンターのスタッフは、
利用者の立場に立ったサポートの提供、行き届
いた管理やリスクマネジメントの徹底、利用者
マナーの指導などにおいて極めて重要な役割を
果たす。サービス実績は、予想されるサービス
需要に対するテレセンターの設計、具体的には
調達する設備機器の種類と品質や保守契約にも
かかわっている。設備機器の実績に極めて重要
な基本指標としては、対象とする地区の人口（ま
たは利用者の数）や設備機器の使用時間などが
ある。

利用者の行動と認識の指標
利用者の行動と認識の指標は、コミュニティ

全体におけるテレセンターの役割の一部分しか
評価できないが、テレセンター評価の中心にあ
るといってよい。利用者調査はコスト効率がよ
い。テレセンターで実施でき、調査対象者は知
識と関心を持ち合わせている。その上、利用者
が来所する度に簡単な調査に答えてもらい、そ
の結果を識別コードで管理すれば、時系列なデー
タも得られる。無作為抽出法や利用者ログイン
手続きに加えて、データ収集のために一部の利
用者に協力を依頼することも検討する価値があ
る。利用したテレセンターのサービス、来所の
頻度と滞在時間、来所ごとの利用金額、満足度
と期待度の変化などの変数について、データが
得られるからである。テレセンターの利用者か
ら得られる指標には 2 つの種類がある。行動に
関する記録（来所ごとの利用サービス、その目
的など）とテレセンターのサービスやその便益
についての認識に関する主観的な値である。こ
うした指標は、個人や集団の特性（年齢、性別、
教育水準、職業、所属など）により分析が可能
でなければならない。従って、利用者が利用者
調査に協力することに同意した時点で、利用者
の基礎データを収集する必要がある。利用者調
査で得られたデータは、テレセンターのスタッ
フが収集した実績データと照らし合わせるとと
もに、テレセンターとは異なる観点からのクロ
スチェックや情報の役割も果たす。来所中の利
用者からデータを収集することは、データの精
度を高めることにつながるため、その情報を活
用してサービスの改善を図ることは双方にとっ
て共通の目標となる。

21-4　電子コミュニティ・センターの重要
な成功要因は何か？

電子コミュニティ・センターの重要な成功要
因は次の通りである。
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①コミュニティの情報需要に基づいた念入り
な計画立案。

②利害関係者の徹底した分析後、主要な利害
関係者を計画段階から巻き込むこと。

③各電子コミュニティ・センターに最低限の
ICT 機器を配備。

④監督者とコミュニティの人々を対象に ICT
機器の使い方に関する研修の実施。

⑤情報の効率的な収集・分析・編集・発信を
行うコミュニティの Web サイトの立ち上
げ。

⑥持続可能なビジネス・モデルの採用と改良。
⑦コミュニティの主体性、支援者及び擁護者

の確保。
⑧取り組みの批判的検討、利害関係者へのフ

ィードバック、必要に応じた修正。
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